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乳幼児の集団づくりをめぐる論争の検討

山本敏郎

ＤｉｅDiskussiondesStreitpunktesiiberdieHerausbildung

desKollektivsinderSiiuglingenundmeinkindern

ＴｏｓｈｉｒｏＹＡＭＡＭＯＴＯ

はじめに－本稿の課題と方法

周知のように，今日の乳幼児の集団づくりを

めぐる論争は，1970年代の初めに，全国生活指

導研究協議会（全生研）の理論と実践に学んだ

藤井敏彦を理論的リーダーとする広島保問研集

団づくりに部会によって，自治的集団づくりの

理論と方法が導入されたことに始まる。これに

よって，従来の生活綴方教育の影響を受けた仲

間づくりとの対立点が生まれ，その後，乳幼児

における子どもの発達と集団の関係を軸に論争

が展開され，子どもは集団のなかで育つという

こと，めざすべき集団は自治的集団であること

などが共通理解になってきた。しかし，その一

方で，次のような対立が生まれ，今日まで論争

が続いている。

それは，子どもの発達段階からの集団づくり

の相対的独立をめぐる対立である。集団づくり

の筋道は子どもの発達段階には解消されないと

いう立場と，相対的独立を主張する人たちの理

論と実践における子どもの発達の追求の弱さを

指摘し，発達段階を踏まえていないと批判する

立場である。また，これは，乳幼児の自治をめ

ぐって，年齢段階に応じた自治の存在を主張す

る立場と，共感集団から自治集団へという集団

の発展段階や，民主的交わりから自治へという

筋道を描く立場との対立でもある。

これらの対立は，これまでのように，「自治集

団をめざす」「集団のなかでこそ子どもは育つ」

「集団の発展は個人の発達段階からは相対的に

独立している」とか「相対的独立の主張には発

達が位置づけられていない｣｢発達段階を考慮に

入れた集団づくりの指導が重要だ」という主張

を声高に繰り返すだけでは解決もしなければ，

議論の発展もない。

射場美恵子は第29回全国保問研集会の集団づ

くり分科会第一分散会での議論を整理したさい

に,私見であると断りながら,｢研究者の方々に，

ぜひ，心理学の立場では指導について，教育学

の立場では，発達について，もっともっと討論

しあって，トータルに乳児の実践をとらえる努

力をしていただきたいと思うのです」(1)と述べ

ている。これは，直接には，三歳未満児の指導

と発達についての論争をめぐっての意見である

が，発達と集団の関係を明らかにせよという要

求とみることもできる。

心理学者は指導を，教育学者は発達を，とそ

れぞれの専門領域を取り替えて研究．討論せよ

ということである。これはこれで必要なことで

あるが，わたしはその前に，発達にたいする指

導や集団発展の筋道の相対的独立，乳幼児の自

治を主張する側はその議論の有効`性を問わなけ

ればならないと思うのである。もちろん，心理

学者も自身の発達論が実践に有効かどうかを問

わなければならない。この点でわたしは，発達

にたし、する指導や集団発展の筋道の相対的独立

を主張してきた陣営の議論では，集団づくりの

実践への違和感から自治よりも交わりや共感を

強調して，交わりや共感を自治の前段階と捉え

る人たちを説得できないし，また発達に応じた

集団づくりを主張して，交わりから自治へヅ共
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以外にも私的なリーダーが活躍したり，議長と

して討議を指導できるようになる｢前期的段階」

以降が自治集団である。

さて，班・核・討議づくりという方法は，こ

うした組織的実体を備えた自治集団を教師の指

導のもとに構成員の手によってつくりあげさせ

るための方法体系である。班づくりとは，班を

編成することではなく，そのことをとおして個

人と集団の関係，集団のなかでの個人と個人の

関係を問題にし，これらを発展させる方法であ

る。核づくりとは，リーダー（班長）の指導の

みを意味するのではなく，集団のなかに必ず存

在している指導する者と指導される者の関係を

問題にし，発展させる方法である。討議づくり

とは，話し合いや討議の指導のみを意味するの

ではなく，話し合いをも含んだ集団の意志とち

からの確立のための方法のことである。一般的

にはこのように，集団の構成員自身によって集

団が自己指導・自主管理されることが自治の本

質であり，固有の意味である。

藤井らの努力は，こうした全生研の自治概念

を，乳幼児の集団づくりにどう発展的に応用す

るかに向けられた。自治的集団づくりの理論と

方法を導入するにあたって，藤井敏彦は次のよ

うに述べた。

「わたしたちは集団づくりのすじみち（法則

性）は，子どもの発達段階から相対的に独立し

ていると考えています。０歳児から集団づくり

は可能であるし，必要であると思います。もち

ろん年齢を無視してよいなどと言ってはいませ

ん。方法的てだての面では年齢上のこまかな配

慮が必要です。しかし集団発展の法則性が年齢

によって規定されると考えるのはまちがいだと

思います」(3)。

この提案にたいして，個の発達を無視してい

るとか，管理主義的であるという批判が相次い

だが，これらの批判に答えるかたちで藤井は，

「われわれは全生研の理論を機械的に下におろ

せばよいという立場ではなく，逆に自治能力を

育てるみちすじを0歳からどう体系化するかと

いう課題にとりくんでいる｣(4)と述べて，要求の

組織化や班・核・討議づくりのような集団発展

感から自治へを唱える陣営もまた，発達にたい

する指導や集団発展の筋道の相対的独立を主張

してきた人たちを説得することはできないと考

える。

本稿は，この見地から，これまでの乳幼児の

集団づくりにおける自治をめぐる論争に検討を

加え，論争と研究の科学的な発展のために，論

争する二つの陣営の主張の問題点をまず明らか

にする。そして，この問題点をのりこえるため

に，両者にたいして批判的であった石川正和の

所論を検討し，石川の主張が論争のなかでどう

いう位置にあって,いかなる独自性があったか，

また石川が残した理論的遺産と今後の研究課題

は何かが提案される。

Ｉ・乳幼児の集団づくりにおける自治の追求

１．こつの自治概念

冒頭に述べたように，藤井敏彦を理論的リー

ダーとする広島保問研集団づくり部会は，乳幼

児の集団づくりに自治的集団づくりの理論と方

法を導入するにあたって，集団のタイプを管理

集団，適応集団，自治集団の三つに分けて，自

治集団を目指すべきとし，自治集団を育てる方

法論を全国生活指導研究協議会（全生研）の集

団発展論と班・核・討議づくりに学んだ。

全生研の自治集団論は，本論文に必要な点の

みを要約すれば，次のような特徴をもってい

る(2)。全生研は集団を①集団の意志の表現とし

ての共通の目的をもっており，②共通目的を達

成するための機関をもっており，③共通目的を

達成するための規律をもっていると規定する。

そしてこうした要素をもった集団の発展段階を

集団を指導し管理する権限が誰にあるか，また

は誰の手によって集団が動いているかを基準に

して区分し，第一段階を教師・保育者が集団の

主導権をもつ｢寄り合い的段階｣，第二段階を集

団の核（リーダー）が集団の主導権をもつ「前

期的段階｣,第三段階を集団全体が集団の主導権

をもつ「後期的段階」とした。さらに言葉の厳

密な意味では，班長会が教師から相対的に自立

して集団にたし､する主導権を確立し，自主的に

班編成をしたり，総会原案をつくったり，班長
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法則が幼児期ではどのように表れ，どこに問題

があるかを実践的に確かめ合いながら，幼児の

集団組織化のすじみちを明らかにすることが課

題であると反論した。つまり，全生研の班･核・

討議づくりの方法を機械的に採用するのではな

く，幼児期に適用できる可能性と問題点を追求

するということである。

その後，この藤井の見解を具体化するかたち

で，諸岡康哉は班やリーダーの指導は乳幼児期

にも可能であり，かつ必要であることを次のよ

うに表明している。

「0.-歳児集団でも，リーダー的な子ども

がいるのは事実だし，そうだとすればやはり，

リーダーづくりという指導の側面は以上児集団

と同じように存在する。班づくりの場合も同様

であり，０．－歳児集団でも集団的かかわりが

発生している以上，その集団的かかわりを肯定

的，教育的なものへと変更していく指導は存在

すると考える」(5)。

そして藤井と同じく，具体的な保母の子ども

への働きかけの方法や指導のてだてが発達段階

によって異なることを前提としつつも，班づく

りやリーダーづくりという集団づくりの指導の

側面が０歳児から五歳児まで共通して存在する

としている。

このような藤井，諸岡の見地を導きの糸とし

て，どの年齢においても班・核・討議づくりの

乳幼児に独自なかたちでの適用可能性が追求さ

れた。そしてかつての広島保問研などの提案に

見られるように，班・グループの人数や班長，

リーダーの呼び方や決め方，話し合いの仕方，

班競争の導入の仕方や評価の方法，当番活動の

組織方法など，年齢の違いに応じた組織形態が

工夫され，乳児期から自治を育てる実践の法則

化が試みられてきたのである。

以上のように，従来の自治的集団づくりの方

法論は，集団という組織の指導と管理が構成員

自身によって行われるという基準と，クラスが

そういう自治的集団に発展する法則およびその

ための指導の具体的な技術体系を含む全生研の

理論をその基礎においていた。

一方，集団のタイプを管理集団，適応集団，

自治集団という三つの集団観に分けて，目指す

べき集団を自治集団というときの自治集団とい

うのは，以上のような概念とは違って，集団の

実体，自治集団としての基準や自治集団の発展

法則，自治集団を形成する指導方法・組織方法

を表す概念ではない。この区分は子どもの自立

や発達にとってどういう集団が教育力をもって

いるかを基準にした区分である。集団の実体と

して見れば，組織体制や制度は三つの集団の間

に大差はない。しかし，管理集団のように集団

を使って子どもを管理するのでも，また準拠集

団のように既存の集団規範に子どもを適応させ

るのでもなく，子どもにとって必要な集団の規

範や制度をつくらせていく指導をとおして子ど

もを生活主体，自治主体に育てていくことを目

的とした集団づくりの理念を表現したものが自

治集団であった。諸岡が，五歳児の集団の質よ

りも三歳児の集団の質が高いことを例にあげな

がら，「『自治的集団』という概念は，どの発達

段階においても，集団づくりの目標として位置

づいている｣(6)と言うように，自治集団はある特

定の年齢の発達課題ではなく，どの年齢でも追

求すべき目標概念なのであった。

このように，藤井や諸岡を理論的リーダーと

する従来の自治集団論は，自治集団を管理集団

や準拠集団とは異なり，子どもの発達に肯定的

な影響を及ぼす教育力を持った集団と規定し，

これを目標概念と位置づけながら，全生研の

班・核・討議づくりに依拠してクラス集団を自

治集団にまでつくりあげていくという構想を

もっていたのである。

２．二つの自治概念の混同

自治集団が目標概念であるというとき，本荘

正美が，この目標を方向目標とするのか到達目

標とするのかで自治的集団の理解も異なるし，

実体としての集団をあらわす呼称については議

論を積み重ねる必要がある，と発言したことは

注目に値する(7)｡この発言は,藤井らの二つの自

治概念の意味内容の違いをついたものであり，

自治集団を目標概念（方向目標）とすることで

は一致しているとしても，乳幼児の自治集団が

どういう実体（到達目標）をもっているかは十



2０金沢大学教育学部教科教育研究 第27号平成３年

分に一致しえていないということを示唆してい

る。

従来の自治集団論は自治集団を目標概念と捉

えたし，このことは保問研では一致していると

言える。だが，各年齢での自治集団の実体や具

体的に何を自治と呼ぶのかという到達目標を明

らかにすることに成功していない。成功してい

ないというよりも，論争の当初から，到達目標

の探究を放棄する傾向がすでにあった。相対的

独立を主張する側に三歳未満児の自治を否定す

るような見解が早くから見られるのである。た

とえば藤井は，大分市での幼児の集団づくりに

関する講演（1975年）において，三つの集団観

と班･核･討議づくりに触れたさいに，班･核・

討議づくりは乳児期（三歳未満）では困難であ

ると発言する。

「私が今日話したことは，大体三歳児以下で

はできないことをいいました。ぎりぎりいって

三歳児。……０歳，－，二歳児の場合は，そう

いう能力につなぐにはどういう集団づくりがい

るかということは，課題として残ってしまって

います」(8)。

そして，三歳以下では，いっしょに遊ぶ,いっ

しょにつくる，いっしょに話を聞く，いっしょ

に音楽をという集団体験や集団の原初体験とし

ての共感能力が班・核・討議づくりの土壌づく

りとしての乳児期の集団づくりの課題と述べた

のである。

偶然であるが，この藤井発言の直後に，石川

保問研が「一・二歳児の当番の役割」を提案し

（1976年)，これへの批判をきっかけに合田千

里・朝日保育園が三歳未満児と三歳以上児での

発達段階の違いを踏まえた集団発展と指導の構

想を提案する(1977年)。そしてこの提案につい

て藤井は,｢乳幼児集団の構造を発達段階の基本

的特徴に応じてとらえようとする視点は，乳幼

児の集団づくりの理論の精密化に貢献するもの

である。はじめ－保母ひとりの子どもの関係を

安定させ，それと並行して子ども同士の－対一

の関係をたしかなものにし，それを土台にして

やがて複雑でゆたかな集団関係に発展させてい

くという道すじは自治集団論の立場からも再考

に値する問題提起であろうと思われる｡…幼児，

とりわけ０～三歳児の集団づくりは本来的には

『創る保育』であって，すでにできあがってい
こわ

る否定白勺傾向を『穀す保育』ではないという点

で，愛媛の実践の積極的意義を評価しておきた

い」(9)と，肯定的，積極的に評価するのである。

先の班・核・討議づくりが三歳未満児では困

難という発言と重ねて見てみれば，合田・朝日

保育園からの批判を受け入れた格好となってい

る。合田・朝日保育園の批判と集団づくりの構

想が正しいのかどうかは後に検討するが，藤井

ら自治集団論の立場は，班・核・討議づくりの

意図，思想を汲み取り，その思想を乳幼児集団

の指導方法として独自に具体化することにあっ

たはずである。最近でも，「自治集団づくりにお

いても０歳児からの自治能力形成のすじみちを

明らかにする必要があります」('0)と，０歳児か

らの自治集団・自治能力形成の必要性を説いて

いる。そうであるならば，０歳児からの自治の

必要性と，三歳未満児の自治を否定する合田・

朝日保育園の理論と実践を評価することや三歳

未満児では班・核・討議づくりが困難という発

言の間には明らかに矛盾がある。

この矛盾は，目標概念としての自治（方向目

標）と実体概念としての自治（到達目標）には

違いがあるにもかかわらず，そのことが自覚さ

れないまま，混同して用いられていたことの反

映である｡｢保問研の集団づくりのとりくみのな

かで『自治集団』という言葉がよく用いられま

す。これは民主的な集団づくりの目ざすべき理

想の集団像であると同時に，集団づくりの過程

における集団の組織方法を示す概念でもありま

す」('1)というときには，意味内容の異なる二つ

の自治概念が，木に竹をつぐようなかたちで折

衷されているのである。つまり，集団像として

は目標概念としての自治を採用しつつ，方法論

としては実体概念としての自治を採用している

のである。

すでに述べたように，保育実践の目標概念と

しての自治集団は，管理集団や準拠集団とは異

なる教育力をもった集団である。そしてこの自

治概念は一定の集団づくりの方法，とりわけ
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班・核・討議づくりを想定はしているわけでは

ない。一方，実体概念としての自治は，組織的

実体をともなった自治集団の形成をめざしての

班．核．討議づくりという集団づくりの方法を

想定している。この二つの自治概念の違いは，

1970年代の半ばに，学習集団をめぐる春田正治

と吉本均との論争のなかではっきり自覚されて

くるのであるが，乳幼児の集団づくりにおい

ては，当時はそのことが十分には自覚されてい

なかったのである。

班．核．討議づくりが三歳未満児では無理と

いう藤井の意見は，賛否両論別れるところで

あろう。しかし，三歳未満児では可能か不可能

かを問う前に，班・核・討議づくりという方法

自体が乳幼児の集団づくりにふさわしい方法な

のかどうかの吟味，班・核．討議づくりでつく

りだされる集団の自治，とりわけ全生研の言う

「前期的段階」へは到達可能かどうかの検討が

必要だったのである。全生研の『学級集団づく

り入門第二版』に紹介されているいわゆる「構

造表」のとおりに班・核．討議づくりを進める

のであれば，三歳未満児はもちろん，三歳以上

でも困難である。また，班・核．討議づくりの

方法・技術を採用し，これが適用可能かどうか

について考えるだけでは，ある年齢以上には可

能で，ある年齢以下には不可能という段階主義

が必然的に予定されているのである。

さらには，自治概念を目標概念（方向目標）

としたまま，乳幼児ではどういう組織的実体を

もつのか（到達目標）を明らかにせず，一般的

な自治の規定に留めているため，具体的な到達

目標は不明確だが，方法は明確という実践に

なった。そしてここから，集団づくりとは班を

編成すること，リーダーをおくこと，話し合い

をさせることという形式主義的理解や指導形式

の一人歩きが生れてくる。加えて，班．核．討

議づくりの手法を用いて提案される実践への違

和感と「組織アレルギー（射場美恵子)｣，実践

から受ける自治集団の到達目標像が乳幼児に妥

当なのかどうかという疑問が生じたのは当然と

いえば当然のことであった。

Ｌ集団発展の人格発達への従属

集団発展の人格発達からの相対的独立を主張

し，全生研の理論と方法を積極的に取り入れた

自治的集団づくりにたいしてもっとも批判な－

人が合田千里およびかれを園長とする愛媛県の

朝日保育園である。従来の自治的集団づくりに

たいする批判的潮流の共通点は発達に応じた集

団づくりの主張にあるが，これらの主張を，自

治の問題に即して述べれば，発達段階に応じた

集団づくりを追求することによって，従来の自

治的集団づくりの方法を批判しつつ，到達目標

としての自治概念の内実を明らかにしようとい

う志向性をもつものである。このこと自体は積

極的に評価できることである。

合田・朝日保育園は，直接には1976年の第１５

回全国保育問題研究会研究集会（京都）におけ

る石川保問研から提案された「一・二歳児の当

番の役割」という実践への疑問から，相対的独

立論を批判し，乳幼児集団の発展段階について

の理論を発表して，実践提案を始める。そして

翌1977年の第16回全国集会（広島）で，愛媛保

問研「一・二歳児の集団づくり」を提案し，従

来の論議にたいして，一・二歳児組と五歳児組

の集団の質的相違や「集団そのものの発展」へ

の着眼が弱いと指摘し，「もっと明確に，-.-

歳児の集団づくりは準拠集団を育てるところか

らはじまると位置づけるべき」('2)と述べた。そ

の後，論争や批判を経て，今日では次のような

集団発展の構想になっている('3)。

第一段階は二歳児組までで「共感集団」と呼

ばれる。「共感集団」とは「保育者とひとりひと

りの子どもの信頼関係を基礎としながら，楽し

い，暖かい雰囲気のもとで，そこにいると安心

できるまとまりと，なかまとしての感情的結び

つき，連帯感を育てふくらませつつ，新しい次

の段階へ移行する条件を育てる集団」のことで

あり，指導の重点は①ひとりだちを育てる，②

相互援助を育てる，③伝えあいを育てる，とさ

れる。

第二段階は三・四歳児組までで「共感集団」

から「自治集団」への「移行期」と位置づけら

れている。この時期は，第一段階で育てられた
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仲間としての感情的結びつきや対等平等の関係

を，新しい集団の土台に組み入れて，定着をは

かりながら，保母と子どもの関係を重視しつつ

も，子どもと子どもの関係が主要な関係になっ

ていくように指導する時期で，指導の重点は①

ひとりだちを育てる（行動の自立から精神の自

立へ)，②相互援助を育てる，③伝えあいを育て

る，④生活の共同的自主管理の漸次的導入，と

される。

第三段階は四・五歳児組で「自治集団」と呼

ばれる。この時期は，「自分たちで自分たちの生

活を管理し，共通の課題に向かって，一定のき

まりをもって，一人一人が役割を自覚して分担

し，力を合わせて課題をやりとげていく」とい

う「初歩的な自治能力」を獲得していくような

集団をつくる段階で，指導の重点は①民主主義

的人間関係を育てる(個の確立を含めて)，②民

主主義的価値意識の共有，③討議を組織する，

④生活の共同的自主管理の拡大,とされている。

そしてこのような区別の根拠は次のように述

べられている。

「朝日保育園では，集団のなかでの自分の位

置や役割がわかるようになるのは，子どもが内

言の獲得を土台として，自分をコントロールす

るもうひとりの自分を形成しはじめる，三歳後

半の節目を超えたところからだと理解されてい

ます。…当番やグループリーダーといった責任

をともなう役割や活動は，三歳クラス以上での

課題となります」（'4)。

さて，合田らの三段階論は「集団そのものの

発展」を表現しているのか，および到達目標と

しての自治を明らかにしえたのかどうかを検討

してみよう。結論的には，この三段階論は，合

田･朝日保問研の意図とは裏腹に，「集団そのも

のの発展｣を表現していない。全国保問研編『乳

幼児の集団づくり』（新読書社1988年)をめぐ

る誌上討論のなかで合田は，集団を「共通の目

的を持ち，一定の決まりを持っており，構成員

の役割が明確になっている人間の集まりであっ

て，単なる人間の群れをさす言葉ではありませ

ん」('5)と述べている。合田によれば，集団の要

素は共通目的，一定の決まり，構成員の明確な

役割の三つということである｡そうだとすれば，

「集団そのものの発展」という場合には，この

三つの要素がどう発生するのか，どう発展して

くるのかを基準に発展段階を質的に区分しなけ

ればならない。ところが，「共感集団｣や｢移行

期｣の説明では三要素がどこにも見当たらない。

それどころか，「共感集団」や「移行期」におい

ては，「集団の三つの要素｣は否定的に捉えられ

ている。三段階論を見る限り，［第一段階]なか

まとしての感情的結びつき,連帯感,[第二段階］

子どもと子どもの関係，［第三段階]生活の自主

的管理，共通の課題と一定のきまり，役割の自

覚と分担，力を合わせる，という発展段階にお

いては，どのような経過を辿って前段階の特徴

が次の段階の特徴に転化するのかという発展の

必然性も説明されていないし，「集団の三要素」

がどのようにして発生するのかもわからない。

このように，「共感集団」から「自治集団」への

発展の法則的必然'性については何も説明されて

いない。

そういう説明なしに，集団の発展段階の区分

を三歳未満児と三歳以上児の発達的特徴の違い

にのみおいているのが合田・朝日保育園の三段

階論なのである。つまり民主主義的人間関係が

育ち，民主主義的価値意識が共有でき，討議を

組織することができ，生活の共同的自主管理を

拡大することが可能になるのが四・五歳児で

あって，それ以下では不可能であるということ

である。結局，合田・朝日保育園は，三歳未満

児と三歳以上児には発達に質的な相違があるか

ら集団の質にも相違があると言うにすぎない。

そういう意味で，この三段階論は「集団そのも

のの発展」を説明したものではなく，個人の発

達段階Iこの区分にしたがって，集団の発展段階

を構想したものなのである。

それを自ら表明したのが,｢集団はあくまでも

発達の源泉であって原動力ではなく，発達は子

どもの自己運動」('6)と述べた箇所である。ここ

には，集団それ自体の発展を構想するのではな

くて，あくまでも子どもの発達段階を中心にお

いて，子どもの発達の自己運動に外から影響を

与える条件としてしか集団が位置づけられてい
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ない。さらに次の論述を見れば，個人（人格）

と集団の関係に関して，人格の発達に集団の発

展を従属させていることがいっそうはっきりわ

かる。

「集団づくりは発達段階から『相対的に』独

立しているとしても，両者の相互関連を『絶対

的に』否定してはならないし，自己運動として

の発達の側がここでは主要な側面だと見るべき

ではないかと考えられます。ここに，朝日保育

園が，集団は発達と相互に連関し合いながら上

昇的に質的変化を遂げる,つまり発展するとい

う仮説を出した根拠があります」（'7)。

この文章でもっとも問題となるのは,「自己運

動としての発達の側がここでは主要な側面だと

見るべきではないかと考えられます」という箇

所である。「ここでは」とは「どこ」なのかはっ

きりしないが，「自己運動としての発達の側｣を

「主要な側面」とするならば，集団の発展は副

次的だということになる。つまり，子どもの｢自

己運動としての発達」の結果，集団が質的な発

展を遂げ，質的に発展した集団が「自己運動と

しての発達」に影響を及ぼすというのである。

たとえば，先の引用にあるように，三歳後半に

なって子どもが集団のなかでの自分の位置と役

割がわかるようになって初めて，集団は当番や

グループリーダーをもつように発展するという

ものである。

合田が言うところの,｢集団の質的発展を条件

づけているのは，集団を構成している子どもの

発達の水準」('8)であるというのは，－面ではあ

たっている。しかし合田の集団発展論や個と集

団の関係把握においては，集団の発展がたんに

子どもの発達の結果であることを意味するにす

ぎない。一人一人がある程度発達したのちに，

それに応じて集団が発展するという，個の発達

の総和としての集団発展論である。これは「集

団そのもの」の発展ではない。

集団は子どもの「自己運動としての発達」に

外から影響を与える条件であるのみならず，集

団は集団自身のなかに発展の法則をもっている

のである。集団の質的発展の原動力は，人格の

発達の原動力がそうであるように，集団の前進

運動のなかで生じる矛盾である。集団がすでに

獲得したモラル，組織力，活動力と集団の生活

が必要とする新しいモラル，組織力，活動力と

の矛盾である｡具体的には,当番やグループリー

ダーは集団生活上それが必要とされる必然性が

あるから導入するのであって，子どもが自分の

位置と役割を認識する能力を獲得し，順番の意

味が理解でき，リーダーとしての仕事や役割が

自覚できてから，導入するのではない。班やグ

ループもたんにクラスのしごとを分担する単位

ではなくて，とくに初期的には，子どもの交わ

り要求を保障するという意味もある。

繰り返しになるが，たしかに，合田が言うよ

うに,「集団の水準と構成員の発達の水準とは相

互に依存し合い規定し合っている」('9)というの

は正しい。しかし，合田にあっては，あくまで

も子どもの発達が中心であって，集団はその外

的な条件にすぎないのである。したがって集団

の発展と個人の発達を二元的に捉え，集団の発

展を個人の発達段階に従属させるのが，合田・

朝日保育園の集団発展構想なのであり，｢集団そ

のもの」の発展とは無縁なのである。

こうした意味で，合田・朝日保育園の集団発

展論は，乳幼児における自治の到達目標を明ら

かにすることにも成功していない。合田・朝日

保育園の言う「自治集団」とは，「自分たちで自

'分たちの生活を管理し,共通の課題に向かって，

一定のきまりをもち，ひとりひとりが役割を自

覚して分担し，力を合わせて課題をやり遂げて

いくような集団，いうならば初歩的な自治能力

を子どもたちが獲得していくような集団」(20)で

ある。この定義それ自体にはとりたてて問題は

ないが，そうかといって十分な規定でもない。

というのは，この定義は一般的な定義の域を出

ておらず，四・五歳児集団の自治の独自性は何

もない。小学生にも大人にもあてはまる定義で

ある。まして，これまでの叙述から明らかなよ

うに，三歳未満児の自治には否定的である。そ

の原因が，集団の発展を人格の心理学的な発達

段階に依拠して区分する心理学主義にあること

は言うまでもないことである。
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Ⅲ、乳幼児の集団づくりにおける自治概念の再

生－石川正和の所論の理論的遺産

１．石川正和の全生研批判

以上の考察から明らかなように，乳幼児の集

団づくりにおいては，集団の発展法則を明らか

にしながら，自治が具体的にはどういう姿とし

て表れてくるのか，集団発展のメルクマールは

何か，また，子どもの発達はそこにどのように

関与するのかを解明しなければならない。この

ことに関して筆者は先に，乳幼児の集団づくり

を理論化するさいの理論的前提として次のよう

に述べておいた。

「乳幼児の集団づくりにおいても自治集団概

念と集団づくりの一般的な原則を踏まえること

である。そのうえで，乳幼児においては，自治

集団がどのような契機で成立し，形成されてく

るのか、つまり，自治集団の諸要素がどのよう

に発生し，成熟するのかの法則を解明しなけれ

ばならないということである。さらに，そのた

めには集団発展の自己運動論を導きの糸として

集団そのものの発展を構想するということであ

る。これらの前提を踏まえなければ，乳幼児の

独自性を主張して，自治集団概念と集団づくり

の原則を逸脱するか，あるいは，自治集団概念

と集団づくりの一般原則を機械的に適用するか

のいずれかの誤りに陥るのである」（21)。

自治集団の成立の契機や集団の発展法則の解

明は困難な課題である。これらを解明するだけ

の理論や実践の蓄積は十分ではない。したがっ

て，本論文でこれを解明することもできない。

しかし，これらを解明する理論的な手がかりが

石川正和の所論のなかに散見される。以下では

それを整理し，研究課題を提起する。

石川は全生研の理論や全生研の影響をうけた

乳幼児の集団づくりにたいして，かなり批判的

であった。石川は全生研の班・核・討議づくり

の方法を「集団的な『討議一決定一実践』のサ

イクルとその過程で生じる集団の『矛盾』や『ゴ

タゴタ』が行為・行動の訓練や集団のちからの

くみかえの契機｣になっていると特徴づけ,「『学

級集団づくり』が行為・行動における民主主義

を追求した点においては，旧来の鑑主義とは決

定的に異なる」(22)と評価しつつも，なおかつ，

班・核・討議づくりおよびその影響をうけた乳

幼児の集団づくりを次のように批判している。

全生研の集団づくりにおいては，自治が「は

なしあい」と「実践」に限定されているという

批判である。たとえば，「従来，集団づくりにお

いて『自治』の本質は『みんなで決めて，みん

なで守る』という点に焦点化されてきた。こう

した考えだと，ことばの未発達な乳幼児におい

ては『自治』は縁遠いものになるであろう。し

かしこうしたとらえ方に私は早くから異論を提

出している。『自治』を集団の自主管理に限定し

てとらえることは、『自治』の一面的で，形式的

な把握につながるからである」(23)とする。そし

て，班競争にかかわって，「みんなで決めて，み

んなで守る」という「はなしあい（討議）－決

定一実践」のサイクルのなかにのみ班競争を限

定すると，実践が「決定」をした班自身の責任

となり，｢保育者はそれを外側から評価し順位づ

けをするだけになりがち」で，そこから「競争

主義」と「操作主義」が生まれると批判する(24)。

また，自治集団を集団の発達段階として捉え

る誤った立場とのひとつに,｢集団のへゲモニー

をだれがとっているかという点に着目した集団

論も同様である」(25)として，全生研の「よりあ

い的段階→前期的段階→後期的段階」という集

団の発展段階を含めている。わたしは，共感集

団から自治集団へという構想や民主的交わりか

ら自治へという構想と全生研の集団発展論を同

じような段階論として同一視することには賛成

ではない。前者は子どもの精神発達の段階に集

団の発展を当てはめる心理学主義であるのにた

いし，全生研の集団発展論は集団が前進運動の

なかで矛盾を内部に発生させ，その矛盾を解決

しながら自治集団になっていくという集団発展

の法則性を，組織性の発展という面では表現し

ていると考えるからである。ただし，一般的な

自治集団の発展論としては通用しても，そのま

までは乳幼児の集団づくりには適用できない

し，意味がない。なぜなら，乳幼児期には，リー

ダー集団がクラスのへゲモニー（主導権）を握

る「前期的段階」への到達を構想できないから
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である。それよりもむしろ，全生研の集団発展

論を用いれば，「寄り合い的段階｣での集団発展

法則と指導の原則を明らかにすることが求めら

れていたのであり，石川の関心もここにあった

と言える。

こうした全生研の集団づくりへの批判をとお

して，石川は乳幼児における自治とは何かの解

明に取り組み，自治の二重性を主張した。外的

自治と内的自治の二重性である。外的自治とは

「集団の外部にたいする集団のちからの結集と

集団の意志の表現としての自治｣,内的自治とは

「集団の内部において，集団成員（個）を保護

し，援助するちから（責任ある依存関係）とし

ての自治」である(26)。そして，前者の外的自治

を，狭い意味での自治，生活主体としての人格

の独立をめざした自治とし，集団づくりはこう

した狭い意味での自治のみで進められるのでは

ないとして,「集団の自治的なちからは外部にむ

かって表現されると同時に，内部にたいしても

発揮されるものでなければなりません。…集団

の自治は，集団の外部にむかって表現される外

的自治と集団の内部にむかって表現される内的

自治の統一されたものでなければならない｣(27）

と主張したのである。

この区別は，集団と集団の外部との関係に重

点をおいて集団を捉え，外的なものからの自律

性をもった組織という意味での自治，すなわち

組織的実体を表現した自治（外的自治，狭い意

味での自治）に着目するのではなく，集団の内

部構造，内部での構成員の関係性（内的自治）

に力点をおいて自治を捉えようとするものであ

る。

久田敏彦はこの外的自治と内的自治の区別と

統一の保育実践にたし､する意義を次のように述

べている。

「従来，集団づくりが追求する自治は，どち

らかというと前者（外的自治一引用者注）に大

きな力点がおかれて考えられてきました。話し

合い・意志決定→実践→総括というサイクルの

なかで集団の自己統制として自治の本質を理解

するのは，これまでの貴重な成果といえます。

しかし，逆に自治をそのようにとらえると，年

齢の低い段階では無理という意見も当然生じて

きます。集団づくりが『やり急ぎ』と批判され

るのも，個々の問題はあるにせよ，基本は自治

の理解にかかわってのことであると思います。

この意味で，本書で整理されている自治概念，

とくに『内的自治』への着目は注目に値すると

考えます｡……集団の自己統制としての自治は，

その内部に要求し合う主体間の依存関係が成立

し働かなければ，確立しえないものであるし，

また自治を通してこの関係が育てられもするわ

けです。したがって，内的自治は，自己統制と

しての自治が内に含みもっている機能を自覚的

に『教育における自治』としてつかみだそうと

することから明らかにされた概念ではないかと

,思われます」（28)。

久田が述べるように，石川は，内的自治をと

りだすことによって，自治を特定の年齢にのみ

当てはまる概念としてではなく，すべての年齢

段階に通じる，教育（保育）実践に固有な概念

として明らかにしようとしたのである。二つの

自治概念（目標概念としての自治，実体概念と

しての自治）との関連で言えば，三つの集団観

でいう目標概念としての自治集団を中心にお

き，自治集団を育てる方法は班・核・討議づく

りに学びつつも，これのみ依拠するのではなく，

乳幼児に固有の集団づくりの構造と方法の解明

に力を注いだのであった。

２．自治的集団づくりの構造的把握

内的自治における「責任ある依存関係」に保

育実践における自治の独自性を見出そうとする

石川の態度は，保育実践の構造的把握を基礎に

して，そのなかに個人（人格）と集団の関係を

位置づける試みから導きだされている。

そのさい石川は，「個と集団の形式的･対立的

把握」を克服するために，人格の発達と集団の

発達を媒介するものとして集団的諸活動を位置

づけ，「集団と人格とは直接的，無媒介的に結び

つくのではなくて，自治的活動，遊び，課業活

動などの集団的諸活動(発達集団の主導的活動）

を媒介にして相互の発達過程が組織きれる」(29）

と述べた。この構想の従来の集団づくりにたい

する独自性は，人格発達に必要な活動を集団づ
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くりのなかに位置づけた点にある。活動（集団

的諸活動）を自治的集団づくりに位置づけるこ

とは，従来の集団づくりでは見られないか，あ

るいは主導的な位置を与えられていなかった。

子どもは活動をとおして発達し，集団づくりを

進める場合でも，保育者の実際の指導は子ども

の活動をとおして行われているにもかかわら

ず，従来の集団づくりでは，石川の指摘を待つ

までもなく，人格発達に不可欠な遊び，仕事，

課業，行事などの諸活動が集団づくりや班競争

の手段として利用される傾向が支配的であっ

た。そのため，活動を組織することよりも集団

を動かすことに指導の中心が置かれたのであ

り，「みんなできめて，みんなで守る」「話し合

い－決定一実践」という組織方法はその典型で

あった。たとえば，なわとびという体育的な課

業活動の場合では，なわとびを飛べるようにな

ることよりも，なわとびに取り組むことをとお

しての集団や交わりの指導に力点が置かれると

いう具合にである。こうした理論や実践への批

判をとおして，石川は次のように述べたのであ

る。

「従来の生活指導においては，自治が集団の

自主管理のちからとして重視されてきたのであ

るが,こうした生活場面におけるものとは別に，

遊び・課業・しごとなどの発達要求と結合した

活動においても要求の集団化は行われるし，ま

た行わなければならない。集団の自治的なちか

らは，集団の自主管理において発揮されるばか

りではなくて，こうした課題の集団的達成にお

いても重要な役割をはたすものであり，私はこ

れを集団の教育力としてとらえてきたのであ

る」（30)。

このように，石川は，集団の自主管理（狭い

意味での自治）のみならず，遊び，しごと，課

業などの活動が自主的で，共同的な自治的性格

をもっていることに着目し，保育（教育）実践

における自治の独自性について，「自治集団と

は，そこにおいて組織される活動が自主的，共

同的活動であることをその内実としている。そ

うであるならば，二歳児クラスには二歳児クラ

スの，三歳児クラスには三歳児クラスの自治が

ありうる」（31)と述べたのであった。

従来の集団づくりにたいして，活動の自治

的・共同的性格に着目する意義は，行動にたい

する活動の独自性に着目したことでもある。全

生研においては，人格が思想と行動能力の統一

と捉えられ，思想にたし､する行動の「決定的優

位性｣,すなわち行動が思想や認識を含めて人間

を教育するという命題がある。対象に働きかけ

るという行動は「社会的関係という土俵のうえ

でおこなわれ，しかもその土俵そのものを変更

する」(32)と考えられている。つまり行動は社会

的関係に規定され，社会的関係やその内部で作

用するちからを変更したり，組みかえたりする

ものである。したがって，ここでいうような行

動は，遊びであろうが，しごと（労働）であろ

うが，学習であろうが，問題にはならない。こ

れにたいし，活動の対象は社会的関係ではなく

文化的世界であり，活動は主体の対象との関わ

り方の様式であるといってよい。文化を用いて

振る舞うことのおもしろさ自体が目的であれば

遊び，文化の伝達と習得が目的であれば学習，

文化の生産が目的であれば労働（しごと）であ

る(33)。

活動と行動の区別をこのように考えると，活

動という概念を集団づくりに位置づけるさいに

は，文化的世界との関わり方の独自性を踏まえ

て指導するという課題が発生する。遊びなら遊

びの特性に応じた，しごとならしごとの特性の

応じた，課業なら課業の特性に応じた指導，お

よび活動をとおしての集団や仲間関係への指

導，集団の質に応じた活動の指導が求められる

のである。ところが，行動という概念は，その

行動が主体と対象のいかなる関係様式であるか

が第一義的な問題ではなく，集団のなかの社会

的関係（組織的関係，非組織的関係）の変更が

第一義的な問題である。したがって，行動とい

う概念だけでは，活動の特質に応じた指導とい

う観点は導きだせず，活動が集団づくりの手段

という位置しか与えられないのである。

以上のような意味で，すべての活動を「自治

的・共同的な活動」として組織し，そのなかで

集団や仲間に働きかける行動を組織していくこ
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と，すなわち「活動の組織化」と「集団の組織

化」が，われわれに求められる自治的集団づく

りにほかならないのである。

さて，このような活動を集団づくりに位置づ

ける試みは,藤井によっても行われている｡｢『集

団』にも『集団活動』にもいろいろな種類があ

り，保育実践の上では集団のもつ教育機能の科

学的分析が必要です。たとえば，集団遊びと集

団行事とでは集団の教育作用はちがいますし，

課業としごと（労働）では，同じ集団活動でも，

子どもにあたえる集団の教育力の性格に違いが

出てきます」(34)と述べている。集団づくりにお

いては多様な活動があることに着目している点

で重要な着眼である。しかし「乳幼児の自治能

力を育て高めていく集団活動の中心｣には，「生

活規律の確立と強化に関するとりくみ｣，「生活

集団づくりのとりくみ」のみが位置づけられる

に過ぎない。「遊びや労働,課業や園外保育など

も，子どもの自治能力の発達と無関係ではあり

ませんが，それらは自治能力の意図的形成とい

う点では，第一義的意義はもちえない」(35)と述

べ，自治はあくまでも，石川の言う「外的自治」

に限定されている。そして｢自治集団づくりは，

集団づくりの中核的ではあるが－つの局面にす

ぎないこと，集団づくりは遊びや労働，課業や

行事など幅広い保育内容を通じても行うことが

できる」（36)とする。

研究の方向としては，多様な活動をとおして

の集団づくりの構想であるが，集団づくりには

その中核としての自治集団づくりと遊び，しご

と(労働)，課業などをとおしての集団づくりが

あるとされる。この点で自治活動と，遊び，し

ごと，課業などの諸活動の内的連関を実務性と

虚構性の統一で捉える石川とは異なり，自治活

動を遊び，しごと，課業などの諸活動と区別す

るものである。これは結局，諸活動から自治へ

という段階的把握，あるいは諸活動か自治かと

いう二元的把握につながるものである。

３．責任ある相互依存関係の発達一集団発展

の法則解明の試み

以上のように，活動の共同的・自治的性格に

着目し，集団づくりが集団的諸活動をとおして

行われることを明らかにした点が石川の功績で

あった。このことに加え，自治集団の発達を｢内

的自治」の中心概念である「責任ある相互依存

関係」の発達と捉えたことに，石川の独自性が

ある。「責任ある相互依存関係」という概念は，

集団は友情や愛'情の問題ではなく，｢責任ある相

互依存関係」である(37)というマカレンコのテー

ゼから採用されたものである。石川はこの概念

によって次の二つのことを克服しようとした。

そのひとつは，これを「内的自治」の中心概

念とすることで，人格の生活主体としての独立

を目的とする従来の自治（外的自治）を克服し

ようとした点である。つまり，人格を生活主体

としての独立の方向で捉えるたけではなく，発

達主体としての人格は相互依存関係の質に規定

されるという方向から捉え(38)，発達主体の形成

を保護し，援助する集団内部の関係性を「責任

ある相互依存関係」という概念で明らかにしよ

うとした。もうひとつは，マカレンコの原則に

立ち，集団を仲間関係や共感，交わりの問題に

還元する傾向や，乳幼児は遊びを中心とする保

育実践を克服しようとしたことである。

さて，石川の言う「責任ある相互依存関係」

とは何か｡それはまず,｢責任ある相互依存関係」

は集団のなかで組織される遊び，しごと，課業

という活動を媒介として形成されるということ

である。つまり活動をとおしての交わり関係の

形成である(39)。次に，「責任ある相互依存関係」

の質的発展は集団そのものの発達を究明するた

めの概念であり，かつて集団そのものの発達を

「集団の組織'性」「集団の見通し」「集団の価値

観」の三つの要素と全体としての「集団の世論」

「集団の規律」で捉えていたことの延長線上に

あって，次の三点からその内実が捉えられてい

る(40)。

第一には，「個一班一学級｣という集団におけ

る依存と責任の「広がり」である。班を活動と

交わりの拠点としながら，班の内部で交わり要

求を保障しつつ，班がクラスの基礎集団として

の実質をもつにしたがい，子どもの活動と交わ

りの拠点がクラスに移行するというものであ

り，班を媒介とした個の自立・発達と学級け
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ラス）の発達という構想である。

第二には，遊び，課業，自治（しごと）とい

う三つの活動の相互移行(遊び－課業,遊び－自

治，課業一自治）という相互依存関係の「深ま

り」である。たとえば，人格や能力の発達とと

もに，遊びとしごとが個人の意識としても集団

の活動としても分化する一方で，同時に内的な

関連を深めるということである。たとえば，第

一の点と関連させれば，次のように言うことが

できる。－歳児クラスで導入されていた当番活

動が「班内個人当番」から「班当番」へと転換

する過程で，二歳児クラスの後半から三歳児ク

ラスにかけて，班がクラスの基礎集団として確

立し始める。そのなかで，当初は集団の必要性

から見ればしごとであるが，活動にたいする意

識としては遊び的な要素である「おもしろさ」

がかなり支配的であるというように，遊び的性

格をもったしごとであった当番活動が，遊び的

性格（虚構性）と集団に必要なしごととしての

性格（実務性）に分化し，虚構性は「おもしろ

さ」から「やりがい」へ発展し，実務'性として

は「責任」が発生してくるのである。

第三には，集団の討議や認識能力，不正を許

さない気持ち，集団の利益を追求しようとする

気持ち，思いやり，など価値観の「高まり」で

ある。

これら「責任ある相互依存関係」の三つの要

素は，合田・朝日保育園のように，人格の発達

段階に合わせて集団の発展段階を区別する心理

学主義とは異なり，集団そのものの発展を表現

したものである。集団と組織性の発達を基礎に

おいて，集団的諸活動の分化と統一，および集

団の世論や価値観の発展で，集団の発展を解明

しようというものである。しかし，石川は研究

の途上で急逝したため，こうした集団発展の三

つの観点は提示したものの，集団発展の筋道と

具体的な到達目標は明確ではない。この点は残

されたものの研究課題である。

さて，この三つの観点を「責任ある相互依存

関係」という概念で統括できるのかどうかは検

討を要する。第一の集団の組織性（広がり）は

「依存関係」の発展を言い表してはいるが，第

二,第三の集団の見通し(深まり），集団の世論・

価値観（高まり）は，集団の発展のメルクマー

ルとしては妥当であっても，「依存関係｣という

表現では収まりきれないと思われる。その意味

では「依存関係」という概念は，組織性の発展

に限定した方がわかりやすい。

また，用語はさまざまであるが，集団の内的

関係が組織的関係と非組織的関係からなり，集

団の内的関係はこれらの統一であることが今日

では確かめられている。そのさい，「責任ある依

存関係」を組織的な関係，客観的必要にもとづ

く関係と捉え，これと，主観的な好き－嫌いに

よる「共感関係｣，非組織的関係との統一を「人

間的な関係｣と呼ぶ説もある(41)。石111が使う｢責

任ある相互依存関係｣は，これと異なり，「組織

的関係」のみではなく，「人間的関係」とほぼ同

義である。この点の，用語の整理が今後の課題

であろう。

おわりに－今後の研究課題にかかわって

本論文では乳幼児の集団づくりをめぐるこれ

までの論争を批判的に検討した。とりわけ，集

団発展の人格の発達からの独自性を主張するグ

ループの議論の弱点を指摘すると同時に，人格

の発達段階に集団発展をあてはめ，前者に後者

を従属させる主張を批判し，両者の問題点を克

服するものとして石川正和の理論を位置づけ，

今後の研究課題を示した。

本文中では述べられなかったが，自治概念に

かかわって，久田の提起をどう受けとめるかも

課題である。久田は，石川の自治概念を検討し

ながら，従来の自治概念と合わせて，自治を次

の三点に整理する。①集団としての意志決定と

実行および総括という自己統制としての自治，

②これとの統一である「責任ある依存関係」と

しての自治，③遊び・課業などの各活動のもつ

「実務性」にかかわった性格としての自治，で

ある。そして，自治にこうした三つの意味をも

たせると，わかりにくくなり，混乱をきたすの

ではないか，概念を広げすぎるのではないかと

言う。さらに，狭い意味での自治活動（外的自

治一①）と統一されるべき内的自治（②）を，



山本敏郎：乳幼児の集団づくりをめぐる論争の検討 2９

他の活動に広げて位置づける（③）に，ためら

いがあると言う(42)。

久田は「各活動と集団成員の依存関係との関

連把握自体は，大変重要ですし，適格であると

思われます」(43)と述べて，③の視点からの実践

の有効性を認めつつも，概念の問題としては別

の構想を述べる。すなわち，この観点を自治と

いう概念ではなくて，「民主的交わり」という概

念で捉えるというのである。そしてこれを「活

動内容が要請する民主的交わり」として，「民主

的交わり→自治」という把握が可能ではないか

と提起する。たしかに，自治を狭い意味に限定

した上でなら，非組織的な交わりから自治へと

いう発展構想は妥当であろう。ただし，子ども

の行動様式の発達過程はそれでいいとしても，

自治が発生し，成熟する契機をどう見るかとい

う点で，「民主的交わり→自治｣には暖昧さが残

る。この点をどう考えるかはまさに研究課題で

あるが，筆者は，民主的交わりは低年齢児期だ

けの課題でも，自治の前提でもないとする立場

から，「民主的交わり→自治」ではなく，「活動

の自治的'性格から取り立てての自治の分化」と

いう筋道で表現する方がいいと考える。

ところで，石川の活動理論において重要な位

置を占める，実務性と虚構'性というカテゴリー

や自治を「要求の共同的達成」と捉える意義に

ついては検討できなかった。これらは人格と集

団の関連把握としても重要な提起なので，稿を

改めて検討することにしたい。
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